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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成21年５月平成22年５月平成23年５月平成24年５月平成25年５月

売上高 （百万円） 16,369 16,599 16,410 16,919 19,244

経常利益

又は経常損失（△）
（百万円） △771 483 △760 63 947

当期純利益

又は当期純損失（△）
（百万円） △1,573 △144 △1,330 △83 1,058

包括利益 （百万円） － － △913 △205 1,445

純資産額 （百万円） 11,263 10,876 10,006 9,799 11,245

総資産額 （百万円） 18,712 16,944 17,421 16,896 18,974

１株当たり純資産額 （円） 42,495.2541,018.461,769.961,734.051,993.45

１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △5,975.56△548.37△237.17 △14.87 188.65

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 59.8 63.7 57.0 57.6 58.9

自己資本利益率 （％） △12.9 △1.3 △12.8 △0.8 10.1

株価収益率 （倍） － － － － 3.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,229 1,328 △1,531 600 2,301

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △499 △348 1,097 263 △115

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 583 △1,538 △93 △986 △478

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 6,532 5,974 5,446 5,325 7,040

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
（名）

974

[184]

985

[168]

1,128

[162]

1,020

[168]

1,024

[196]

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第２期から第５期までの「株価収益率」については、当期純損失となったため記載しておりません。

４　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

第２期の開始日に行われたと仮定した場合における第２期及び第３期の１株当たり指標を参考までに掲げ

ると、以下のとおりであります。

（参考）

回次 第２期 第３期

決算年月 平成21年５月平成22年５月

１株当たり純資産額 （円） 2,124.762,050.92

１株当たり当期純損失

（△）
（円） △298.78 △27.42
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成21年５月平成22年５月平成23年５月平成24年５月平成25年５月

売上高 （百万円） 666 667 571 500 490

経常利益 （百万円） 473 486 371 285 261

当期純利益 （百万円） 420 414 331 215 223

資本金 （百万円） 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数 （株） 363,053363,0537,261,0607,261,0607,261,060

純資産額 （百万円） 16,860 17,065 17,438 17,653 17,905

総資産額 （百万円） 18,723 18,559 19,310 19,218 19,303

１株当たり純資産額 （円） 62,475.5163,241.233,037.703,075.263,119.18

１株当たり配当額

（うち、１株当たり

中間配当額）

（円）

（円）

750

(－)

500

(－)

－

(－)

－

(－)

8

(－)

１株当たり当期純利益 （円） 1,557.801,537.71 57.80 37.56 38.92

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 90.0 92.0 90.3 91.9 92.8

自己資本利益率 （％） 2.5 2.4 1.9 1.2 1.3

株価収益率 （倍） 6.4 6.7 8.0 13.2 15.4

配当性向 （％） 48.1 32.5 － － 20.6

従業員数 （名） 10 10 11 26 26

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

第２期の開始日に行われたと仮定した場合における第２期及び第３期の１株当たり指標を参考までに掲げ

ると、以下のとおりであります。

（参考）

回次 第２期 第３期

決算年月 平成21年５月平成22年５月

１株当たり純資産額 （円） 3,123.783,162.06

１株当たり当期純利益 （円） 77.89 76.89
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２【沿革】
年月 概要

平成19年１月 株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社（以下、「両社」という。）が、両社の取締

役会による決議において、株式移転により両社の完全親会社となる当社を設立し、その傘下で経営統合

を行うことを決定し、株式移転に係る基本合意書を締結。

平成19年４月 両社の臨時株主総会において、両社が共同で株式移転により当社を設立し、両社がその完全子会社とな

ることについて承認。

平成19年５月 両社上場廃止。

平成19年６月 当社設立。

平成19年６月 株式会社東京証券取引所（市場第二部）に上場。

平成20年１月 株式会社エイトコンサルタント（連結子会社）における計測事業を、吸収分割により日本インフラマ

ネジメント株式会社（連結子会社）に承継するとともに、株式会社エイトコンサルタントが保有する

日本インフラマネジメント株式会社の株式を吸収分割により当社に承継。

平成21年１月 両社の取締役会において、吸収分割により、日本技術開発株式会社（連結子会社）の建設コンサルタン

ト事業等を株式会社エイトコンサルタント（連結子会社）に承継することを決議し、吸収分割契約を

締結。

平成21年４月 両社の臨時株主総会において、建設コンサルタント事業等の吸収分割について承認。

平成21年６月 建設コンサルタント事業等の吸収分割を行うとともに、株式会社エイトコンサルタント（連結子会

社）は株式会社エイト日本技術開発に、日本技術開発株式会社（連結子会社）は株式会社ＥＪビジネ

ス・パートナーズに、それぞれ社名変更。

平成22年６月 株式交換により株式会社近代設計（連結子会社）を子会社化。
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３【事業の内容】

当グループは、当社及び当社の関係会社15社（連結子会社７社、非連結子会社４社、関連会社３社、その他の関係会社１

社）によって構成されております。

当社は純粋持株会社であり、グループ経営管理を行っております。

連結子会社は、官公庁の公共事業等において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設コンサルタント事

業を行っております。株式会社エイト日本技術開発は、企画・計画、設計、診断、マネジメント等の建設コンサルタント業

務を中心に行っており、また、株式会社ＥＪビジネス・パートナーズは、事業の企画立案段階から事業運営段階までの事

業開発の仕組み作りを中心に、日本インフラマネジメント株式会社は測量、施工監理、計測機器のレンタル等を中心に、株

式会社近代設計は、道路・都市関係構造物に関連する建設コンサルタント業務を中心に行っております。さらに、株式会

社共立エンジニヤ及び共立工営株式会社は、測量、地質調査の調査業務を中心に、また、都市開発設計株式会社は上下水道

施設の設計等の建設コンサルタント業務を中心に行っております。

当連結会計年度末における、事業内容と当社及び連結子会社等の位置付けは次のとおりであります。

区分及び主要事業 会社名
グループ全体を管理・統括する持株会社 Ｅ・Ｊホールディングス㈱（当社）

総合建設
コンサルタント事業

建設コンサルタント業務

建設コンサルタント

㈱エイト日本技術開発
㈱ＥＪビジネス・パートナーズ
日本インフラマネジメント㈱
㈱近代設計
㈱共立エンジニヤ
共立工営㈱
都市開発設計㈱
㈱エンジョイファーム
㈱ストロベリーファーム
㈱未来基盤情報センター
㈱近代エンヂニアリング
㈱演算工房
セーバース㈱
SUREPEP INC.

補償コンサルタント

調査業務

測量

地質調査
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社） 　 　 　 　 　 　

㈱エイト日本技術開発

（注）３，４
岡山市北区 2,056

総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 －

経営指導

役員の兼任　６名

㈱ＥＪビジネス・パートナーズ 東京都中野区 100
総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 －

経営指導

役員の兼任　１名　

日本インフラマネジメント㈱ 岡山市北区 45
総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 － 経営指導

㈱近代設計

（注）４
東京都千代田区 50

総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 －

経営指導

役員の兼任　２名

資金の貸付

㈱共立エンジニヤ 島根県松江市 56
総合建設コンサルタ

ント事業

100.0

(100.0)
－ 　

共立工営㈱ 愛媛県松山市 22
総合建設コンサルタ

ント事業

100.0

(100.0)
－ 　

都市開発設計㈱ 群馬県前橋市 31
総合建設コンサルタ

ント事業

76.2

(76.2)
－ 役員の兼任　１名

（その他の関係会社） 　 　 　 　 　 　

㈱八雲 岡山市北区 100保険代理業 － 34.6役員の兼任　１名

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有割合であります。

３　特定子会社であります。

４　売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ㈱エイト日本技術開発 ㈱近代設計

(1）売上高 15,350百万円 2,485百万円

(2）経常利益 753百万円 169百万円

(3）当期純利益 974百万円 147百万円

(4）純資産額 10,666百万円 △395百万円

(5）総資産額 15,591百万円 681百万円
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

　 平成25年５月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

総合建設コンサルタント事業 1,024　[196]

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　「従業員数」欄の［外書］は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の年間平均雇用人員でありま

す。

　

（２）提出会社の状況

　 平成25年５月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

26 47.6 2.8 6,350,263

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員は、連結子会社の株式会社エイト日本技術開発等と兼務しており、通算した平均勤続年数は19.5年であ

ります。

４　当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。

　

（３）労働組合の状況

　連結子会社の株式会社エイト日本技術開発には労働組合（エイト日本技術開発労働組合）が結成され、全国建設

関連産業労働組合連合会に所属しており、また、当社並びに他の連結子会社には労働組合は結成されておりません

が、いずれの会社においても、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度における経営環境は、ユーロ圏の信用不安の継続、新興国経済の成長鈍化などによるグローバル

な経済不安に加え、領土問題などの外交課題が顕在化し、日本製品の不買運動の発生など先行き不透明な状況で推

移いたしました。一方、国内においては、長期化する円高や株価の低迷が続いておりましたが、デフレ脱却のための

「大胆な金融政策」や公共事業を柱とする「機動的な財政政策」「民間投資を喚起する成長戦略」のいわゆるア

ベノミクスの３本の矢による日本経済の回復を政策の最大目標とした自民・公明連立政権の復帰により、円安・株

高へ市場環境が転換するとともに、日銀による金融緩和の実施や公共事業投資を中心とした景気刺激策により景気

回復への期待が高まりつつあります。しかしながら、原子力発電所の稼動制限の影響を受けたエネルギー問題、財政

再建への課題や政権の不安定さもあり景気回復への不透明さを残し予断を許さない状況で推移いたしました。

建設コンサルタント業界においても、公共事業投資の縮減傾向が継続する中、東日本大震災に関する復興需要は

あるものの、原発事故に伴う放射能汚染問題、政権交代に伴う補正予算の成立遅れなどの影響により、引き続き厳し

い状況で推移いたしました。

このような状況の中、当連結グループは、「Ｅ・Ｊグループ第２次中期経営計画」に基づき、案件創出型の営業活

動及び海外事業活動を積極的に推進し、営業基盤の強化を図るとともに、引き続き、重点分野である環境・エネル

ギー分野、自然災害リスク軽減分野、都市・地域再生分野、インフラ・マネジメント分野に注力し、技術力の差別化

並びに顧客評価の向上に努め、また、プロポーザル型業務の特定率向上などによる高付加価値型業務の受注拡大を

図ることで、受注シェアの拡大、経営基盤の強化に努めてまいりました。

当連結グループは、「インフラソリューションコンサルタントグループ」としての責務を果たすため、震災復興

関連事業や全国の防災関連事業のニーズに積極的に対応してまいりました。特に、地域防災関連につきましては、各

地において防災の必要性を訴え事業化の提案を実施しております。

この結果、当連結会計年度の業績は、受注高が202億51百万円（前連結会計年度比111.2％）と大幅な増加となっ

たことなどにより、売上高は192億44百万円（同 113.7％）と当初予想を12億44百万円上回りました。損益面につき

ましては、売上高の増加に加え、外部費用の削減及び経費削減や業務プロセス改善などの構造改革の継続により、筋

肉質な経営体質への変化が徐々に進み、営業利益９億26百万円（前連結会計年度は営業損失33百万円）、経常利益

９億47百万円（前連結会計年度比約14.9倍）となりました。また、繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し、繰延

税金資産の計上額を見直したことなどにより、当期純利益10億58百万円（前連結会計年度は当期純損失83百万円）

となりました。なお、当連結グループは構造改革による収益性の向上を継続しております。

当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セグメン

ト別の業績は記載しておりません。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比べ17億14百万円増加し、70億40百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は23億１百万円（前連結会計年度は６億円の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益９億47百万円、減価償却費２億46百万円をそれぞれ計上したこと、売上債権

が１億４百万円減少したこと、また、未成業務受入金が２億32百万円、仕入債務が３億46百万円それぞれ増加したこ

との結果によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は１億15百万円（前連結会計年度は２億63百万円の増加）となりました。

これは主に、投資有価証券の売却により73百万円増加した一方で、有形固定資産及び無形固定資産の取得により

１億16百万円、投資有価証券の取得により20百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は４億78百万円（前連結会計年度は９億86百万円の減少）となりました。

これは主に、短期借入金の純増により２億円増加した一方で、長期借入金の返済により６億69百万円減少したこ

とによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当連結グループは「総合建設コンサルタント事業」の単一セグメントでありますが、生産、受注及び販売の状況につ

いては、建設コンサルタント業務、調査業務の２業務に区分して記載しております。

（１）生産実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 16,389 112.8

調査業務 3,090 106.0

合計 19,480 111.6

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。

　

（２）受注実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

受注高 受注残高
金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 16,987 113.3 7,490 114.4

調査業務 3,263 101.4 1,474 104.8

合計 20,251 111.2 8,965 112.7

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（３）販売実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 16,047 112.3

調査業務 3,196 121.9

合計 19,244 113.7

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

相手先 販売高（百万円） 割合（％） 相手先 販売高（百万円） 割合（％）

国土交通省 5,374 31.8国土交通省 6,316 32.8

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当連結グループにおける課題は大きく二つあり、これへの緊急な対応が必要と考えております。一つめは、収益性

の向上、そして、二つめは、変化する社会・市場の動きを的確に捉えた自らのビジネスモデルの改革と拡張でありま

す。

当連結グループでは、この二つの課題に対して、まずは収益性を高めるために、グループ会社の構造改革を行い経

費削減と業務プロセス改善に注力し、収益性の向上に努めるとともに、スリムで筋肉質な経営体質に改善しつつあ

ります。この改革のチェック＆レビューの継続により、厳しい経営環境の中でも利益を確保できる体質に改善して

まいります。その上で、今後の市場動向を先取りし、次世代に繋がる成長シナリオを描いてまいります。

当連結グループは、強みである「環境」、「防災・保全」、「行政支援」にかかわるマネジメントのノウハウ、技

術をコア・コンピタンスにしております。社会資本のストック市場、官民連携事業、海外コンサルタント事業など、

これらは莫大な市場規模であり、当連結グループは喫緊の課題を乗り越え、どのような時代においても、安全・安心

な国土・地域を創造する企業グループとして、また、高度化・多様化するニーズに応える事のできる、「わが国第一

級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループ」として、独自のビジネスモデルを構築し持続的成長を

目指してまいります。

さらに、グループ全体のコンプライアンス体制を整備し、運用、検証を行うとともに、リスク管理体制の強化に取

り組み、内部統制システムの充実に努めることも重要な課題として対処してまいります。

また、当社の連結子会社である株式会社エイト日本技術開発が財団法人宮崎県環境整備公社（現　公益財団法人

宮崎県環境整備公社）から平成11年～平成14年にかけて受注した廃棄物処理施設「エコクリーンプラザみやざ

き」の一部である浸出水調整池の完成後の損傷及び浸出水の塩化物処理能力の不足が判明した件に関し、同公社よ

り、事実経過の解明及び責任の有無を明確にするため、平成22年４月28日付で株式会社エイト日本技術開発及び工

事施工会社３社に対し同施設の完成後の損傷について10億14百万円（浸出水調整池補強工事の完了と、関連する調

査・委託等全てが完了し、それらの費用が確定したことから平成24年11月12日付申立書で12億４百万円に変更）の

損害賠償を、また株式会社エイト日本技術開発に対して浸出水の塩化物処理能力の不足について５億73百万円（上

記と同様、平成24年11月12日付申立書で６億81百万円に変更）の損害賠償を求めている訴訟は、現在も係争中であ

ります。

この損害賠償請求額は、同公社が一方的に査定した金額であり、現時点では、原告の請求の全部又は一部が認めら

れるのか、認められるとした場合の原告と被告の過失割合や被告間での責任分担などにつきましては、依然として、

まったく予測することができない状況であります。

株式会社エイト日本技術開発としましては、本件における瑕疵、債務不履行ないしは不法行為上の過失がないこ

とを主張しているところであり、今後も引き続き裁判手続において正当性を主張していく所存であります。本件解

決には相当の期間を要する見込みですが、当連結グループとしましては、この事実を真摯に受け止め、品質管理に万

全を期すため業務照査等への取り組みを一層強化してまいる所存であります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。当連結グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当連結グループが判断したものであります。

　

（１）官公庁等への売上依存について

当連結グループは、国土交通省等の中央省庁及び地方自治体を主要顧客としており、これらの官公庁等に対する

売上依存度は90％程度と高い比率になっております。このため、当連結グループの経営成績は、今後の公共投資額の

変動により影響を受ける可能性があります。

　

（２）経営成績の季節的な変動について

当連結グループの売上高は、主要顧客である中央省庁及び地方自治体への納期が年度末に集中することから、第

４四半期連結会計期間に偏重しております。これに伴い、当連結グループの利益も第４四半期連結会計期間に偏重

する傾向があります。

なお、前連結会計年度及び当連結会計年度の各四半期連結会計期間の売上高、営業損益は、下表のとおりでありま

す。

　 （単位：百万円、％）

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

　
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期

売上高 1,0941,7442,45111,62816,9191,2812,0722,48513,40519,244

構成比 6.5 10.3 14.5 68.7100.0 6.6 10.8 12.9 69.7100.0

営業利益又

は営業損失

（△）

△1,076△795 △512 2,350△33 △955 △676 △402 2,961 926

　

（３）価格競争について

当連結グループの属する建設コンサルタント業界においては、公共事業の減少傾向が続き、厳しい価格競争の状

況にあります。

今後、価格競争による受注単価の下落傾向が継続した場合は、当連結グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

当連結グループの研究開発は、株式会社エイト日本技術開発及び日本インフラマネジメント株式会社で行ってお

ります。

両社は、多様化・高度化・複雑化する顧客ニーズに対し、質の高い技術サービス及び成果品を提供するため、新技

術の修得・導入及び品質・生産性の向上を目指して、外部の公的機関等との共同研究も積極的に取り入れながら、

多面的な研究開発に取り組むとともに、両社共同での研究開発も行っております。

当連結会計年度は、主として以下の活動を実施いたしました。

　

＜株式会社エイト日本技術開発の研究開発活動＞

①防災

・中央大学との共同で、都市域における家屋などの構造物を考慮した津波のシミュレーション手法及び津波によ

る避難シミュレーション技術の研究

・長崎大学との共同で、トンネル覆工コンクリートの健全性向上としてＦＲＰグリッドの設計手法の検討

・独立行政法人土木研究所との共同研究によるＩＴ傾斜計実証実験

・ＤＥＭ（数値解析技術の一種）データによる斜面、渓流の災害危険度の定量的評価手法の技術

・山腹斜面からの流水（濁水）に着目した深層崩壊の発生メカニズムについて、京都大学との連携による研究

②環境

・簡易サイドスキャンソナーを活用した海洋環境の計測・解析技術の開発

・山口大学、近畿大学との連携による丈夫で経済的な無散水融雪システムの開発

・伝達関数を用いた道路交通振動の簡易計測手法の開発

・東南アジアにおける生ごみ発生メタン発酵事業推進のための現地メタン発酵実験　

③地質解析

・Ｘ線回折、元素分析等による地質解析の支援（斜面、断層、軟弱地盤等）

・オールコア採取でＮ値がわかる地すべり対応の調査手法の研究（65型貫入試験）

④情報システム

・山口大学との共同で、統計解析を応用した土木事業支援システムの開発（斜面危険度及び構造物劣化度評価に

関する研究）

・トンネル掘削における切羽での情報化技術の検証、拡大技術の蓄積（中国建設弘済会の研究・開発補助事業）

・ＡＤＰ（超音波ドップラー式多層流速計）による波浪観測技術の開発　

　

＜株式会社エイト日本技術開発と日本インフラマネジメント株式会社共同の研究開発活動＞

①ＡＶＩプロジェクトの推進

・交通調査・解析業務に有効なＡＶＩ（車両自動認識）システムのニーズ把握と、適用拡大に向けたシステム改

良及び現地実証に関する研究

②ハイパー・モニタリング・システム(ＨＭＳ)機器の改良維持研究

・インターネットを利用した全自動観測システム応用技術の省電力化、小型化に関する研究

　

当連結会計年度の主な成果として、一般社団法人中国建設弘済会から研究助成を受けていました、トンネル切羽

における情報化施工（通称「切羽ネット」）に関する研究成果を報告することができました。

当連結会計年度における研究開発費用の総額は69百万円であります。なお、当連結グループのセグメントは「総

合建設コンサルタント事業」のみであります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

　

（１）財政状態

当連結会計年度末の総資産は189億74百万円となり、前連結会計年度末と比べ20億77百万円増加いたしました。

流動資産は111億88百万円となり、前連結会計年度末と比べ18億76百万円増加いたしました。これは主に、現金及

び預金が17億74百万円増加し、また、繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し計上額を見直したこと等により繰

延税金資産が２億84百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が１億４百万円減少したことによるものでありま

す。

固定資産は77億85百万円となり、前連結会計年度末と比べ２億円増加いたしました。これは主に、時価上昇等によ

り投資有価証券が４億44百万円増加した一方で、減価償却等により建物及び構築物が80百万円、償却によりのれん

が98百万円それぞれ減少したことによるものであります。

当連結会計年度末の負債は77億29百万円となり、前連結会計年度末と比べ６億32百万円増加いたしました。これ

は主に、業務未払金が１億94百万円、短期借入金が２億円、未払金が１億57百万円、未払費用が２億47百万円、未払法

人税等が１億56百万円、未成業務受入金が２億32百万円それぞれ増加した一方で、長期借入金が５億62百万円減少

したことによるものであります。

当連結会計年度末の純資産は112億45百万円となり、前連結会計年度末と比べ14億45百万円増加いたしました。こ

れは主に、当期純利益の計上により利益剰余金が10億58百万円が増加し、また、保有有価証券の時価上昇によりその

他有価証券評価差額金が３億96百万円増加したことによるものであります。

また、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比べ1.3ポイント上昇して58.9％となり、流動比

率は、13.9ポイント低下して203.3％となりました。

　

（２）経営成績

当連結会計年度の売上高は192億44百万円となり、前連結会計年度と比べ23億25百万円の増収となりました。これ

は主に、期首繰越受注残高が前連結会計年度と比べ12億92百万円、受注高が前連結会計年度と比べ20億39百万円そ

れぞれ増加したことによるものであります。

売上原価は、外部費用の削減、業務プロセス改善などの構造改革の継続に努めた結果、139億81百万円となり、前連

結会計年度と比べ13億５百万円の増加にとどまり、売上原価率は72.7％で2.2ポイント低下いたしました。

この結果、売上総利益は52億62百万円となり、前連結会計年度と比べ10億19百万円の増益、また、売上総利益率は

27.3％となり2.2ポイントの上昇となりました。

販売費及び一般管理費は、賞与が１億51百万円、法定福利費が57百万円それぞれ増加した一方で、給料手当が29百

万円、賃借料が23百万円、のれん償却額が71百万円それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度と比べ59百万円

増加し43億36百万円となり、また、売上高に対する比率は22.5％となり2.8ポイント低下いたしました。

これにより、営業利益は９億26百万円となり、前連結会計年度と比べ９億59百万円の増益で黒字転換いたしまし

た。

営業外収益は、前連結会計年度において負ののれんの償却が終了したこと、また、前連結会計年度中に投資不動産

の一部を売却したこと等により前連結会計年度と比べ87百万円減少し、１億38百万円となりました。一方、営業外費

用は、支払利息の減少等により12百万円減少し、１億16百万円となりました。

この結果、経常利益は９億47百万円となり、前連結会計年度と比べ８億84百万円の増益、また売上高経常利益率は

4.9％となり4.5ポイントの上昇となりました。

特別利益は、投資有価証券売却益が生じ、前連結会計年度と比べ18百万円増加し、28百万円を計上いたしました。

一方、特別損失は、出資金評価損等が生じましたが、62百万円減少し、28百万円を計上いたしました。

これにより、税金等調整前当期純利益は９億47百万円となり、前連結会計年度と比べ９億64百万円の増益となり

ました。

繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し繰延税金資産の計上額を見直したこと等により法人税等調整額（利

益）が３億40百万円の増加となったこと等により、法人税等合計は、１億円（利益）となりました。

これにより、少数株主損益調整前当期純利益は10億48百万円となり、前連結会計年度と比べ11億36百万円の増益

となりました。

また、少数株主損失は、前連結会計年度と比べて５百万円増加し９百万円となりました。

この結果、当期純利益は10億58百万円となり、前連結会計年度と比べ11億41百万円の増益となり黒字転換いたし

ました。
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（３）キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比べ９億64百万円増加した

こと、また、売上債権の減少額が４億75百万円、たな卸資産の減少額が３億５百万円それぞれ増加したこと等によ

り、前連結会計年度と比べ17億円増加し、23億１百万円の資金増となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、預入期間３ヶ月超の定期預金の預け入れが３億20百万円減少した一方

で、預入期間３ヶ月超の定期預金の払い戻しが４億60百万円、有形固定資産の売却による収入が３億81百万円それ

ぞれ減少したこと等により、前連結会計年度と比べ３億78百万円減少し、１億15百万円の資金減となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額が３億円増加したこと、長期借入金の返済が２億

15百万円減少したこと等により、前連結会計年度と比べ５億７百万円増加し、４億78百万円の資金減となりました。

また、現金及び現金同等物に係る換算差額が前連結会計年度と比べ６百万円増加し８百万円生じました。

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は、70億40百万円となり、前連結会計年度末と比べ17億14

百万円増加いたしました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は61百万円で、主なものとしては連結子会社の株式会社エイト日本技術開発が取

得した超音波ドップラー流向流速計測システム８百万円があります。

　なお、当連結グループのセグメントは「総合建設コンサルタント事業」のみであります。

　

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【主要な設備の状況】

　当連結グループの主要な設備は、次のとおりであります。

国内子会社

　 平成25年５月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
及び構築物

土地
その他 合計

金額
面積
（㎡）

㈱エイト日本
技術開発

本店・中国
支社
（岡山市
北区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
260

[43]

414

[18]

4,758

[401]

36

[0]

712

[62]

168

(35)

㈱エイト日本
技術開発

東北支社
（仙台市
若林区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 123 108 1,249 0 232
45

(8)

㈱エイト日本
技術開発

関西支社
（大阪市
淀川区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
237

[7]
174 1,108 9

421

[7]

94

(25)

㈱エイト日本
技術開発

神戸支店
（神戸市
兵庫区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 94 70 219 1 166 3

㈱エイト日本
技術開発

松江支店
（島根県
松江市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 72 44 1,892 1 119
20

(6)

㈱エイト日本
技術開発

浜田支店
（島根県
浜田市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 70 35 1,290 0 107
5

(2)

㈱エイト日本
技術開発

広島支店
（広島市
東区・
南区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
119

[105]

134

[158]

442

[470]

0

[0]

254

[263]

25

(14)

㈱エイト日本
技術開発

四国支社
（愛媛県
松山市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 95 557 3,569 1 654
38

(10)

都市開発設計
㈱

本社
（群馬県
前橋市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 22 111 1,089 2 136
18

(2)

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記中の［外書］は、連結会社以外への賃貸設備であります。なお、当該賃貸設備は連結貸借対照表上、投資不

動産として表示しております。

３　帳簿価額の「その他」は、主として、工具、器具及び備品であります。

４　「従業員数」欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の年間平均雇用人員でありま

す。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

　特記すべきことはありません。

　

（２）重要な設備の除却等

　特記すべきことはありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成25年５月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成25年８月30日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,261,060 7,261,060
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に制限のない、

当社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株であり

ます。

計 7,261,060 7,261,060 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年12月１日 6,898,0077,261,060 － 2,000 － 1,500

（注）　株式分割（１株を20株に分割）に伴う増加であります。
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（６）【所有者別状況】

　 平成25年５月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 10 12 31 6 1 2,0792,139 －

所有株式数

（単元）
－ 4,244 130 21,769 57 5 46,10572,31030,060

所有株式数

の割合（％）
－ 5.87 0.18 30.10 0.08 0.01 63.76100.00 －

（注）　自己株式1,520,600株は、「個人その他」に15,206単元含まれております。

　

（７）【大株主の状況】

　 平成25年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社八雲 岡山県岡山市北区伊島北町２－22 1,931,200 26.60

Ｅ・Ｊホールディングス社員持株会 岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 414,020 5.70

小　谷　裕　司 岡山県岡山市北区 259,900 3.58

小　谷　敏　幸 島根県松江市 138,000 1.90

株式会社エイト日本技術開発 岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 130,980 1.80

小　谷　満　俊 岡山県岡山市北区 83,600 1.15

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 80,000 1.10

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 79,000 1.09

小　谷　浩　治 岡山県岡山市北区 78,000 1.07

株式会社山陰合同銀行 島根県松江市魚町10 78,000 1.07

計 － 3,272,700 45.07

（注）１　株式会社エイト日本技術開発の所有株式については、会社法施行規則第67条にもとづく相互保有株式に該当

するため、議決権を有しておりません。

２　上記のほか、当社所有の自己株式1,520,600株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合20.94％がありま

す。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　1,520,600
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　  130,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  5,579,500 55,795 －

単元未満株式 普通株式  　　 30,060 － －

発行済株式総数 7,261,060 － －

総株主の議決権 － 55,795 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社エイト日本技術開発所有の相互保有株式80株が含まれておりま

す。

　

②【自己株式等】

　 平成25年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
岡山県岡山市北区

津島京町３－１－21
1,520,600 － 1,520,600 20.94

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社エイト日本技術開発
岡山県岡山市北区

津島京町３－１－21
130,900 － 130,900 1.80

計 － 1,651,500 － 1,651,500 22.74

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 80 0

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成25年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（買増請求に係る売却による減少）　
80 0 － －

保有自己株式数 1,520,600 － 1,520,600 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成25年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求に係る売却による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対して長期的な安定した利益還元の継続が株主価値の増大に繋がるものと認識しておりま

す。また、激変する経営環境の中で、将来にわたって株主利益を確保するため、企業体質の強化や積極的な事業展開に

必要な内部留保は不可欠と考えております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当を行う場合

は取締役会、期末配当を行う場合は株主総会であります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

このような方針のもと、２事業年度にわたって無配とさせていただいておりましたが、当事業年度の剰余金の配当

につきましては、当事業年度のグループ業績等を勘案し、期末配当として１株につき８円の復配といたします。

内部留保資金の使途につきましては、将来にわたる株主利益を確保するために、企業体質の強化や積極的な事業展

開を図るための投資に活用してまいります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成25年８月29日

定時株主総会決議　
45 8　

（注）配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金を含んでおります。　

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月 平成25年５月

最高（円） 16,700 16,200
13,100

※715
580 666

最低（円） 8,310 8,700
9,300

※440
422 467

（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２　※印は、株式分割（平成22年12月１日付で１株を20株に分割）による権利落後の最高・最低株価を示してお

ります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成24年
12月

平成25年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 526 560 550 666 630 647

最低（円） 490 501 509 535 536 571

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役

社長
　 小　谷　裕　司 昭和32年11月25日生

平成２年８月 株式会社アイ・エヌ・エー退職

注２ 259,900

平成２年９月 株式会社エイトコンサルタント（現 

株式会社エイト日本技術開発）入社

平成４年４月 同　東京事務所長

平成４年７月 同　取締役東京事務所長

平成６年７月 同　常務取締役社長室長

平成８年８月 同　代表取締役社長（現任）

平成10年１月株式会社八雲代表取締役（現任）

平成19年６月当社代表取締役社長（現任）

取締役 企画本部長 磯　山　龍　二 昭和27年９月11日生

昭和57年４月日本技術開発株式会社（現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ）入社

注２ 14,500

平成17年９月同　取締役常務執行役員技術本部長

平成19年６月同　取締役常務執行役員リサーチ・エ

ンジニアリング部門長

平成21年６月株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員総合企画本部長

平成23年６月　

　

同　取締役常務執行役員特命事項担当

（現任）

　 当社企画本部長

平成23年８月　同　取締役企画本部長（現任）

取締役　
管理本部長

　
浜　野　正　則　 昭和29年12月17日生　

昭和54年４月株式会社八雲建設コンサルタント（現

　　株式会社エイト日本技術開発）入社

　

注２　 4,300　

平成15年６月株式会社エイトコンサルタント（同）

経理部長

平成18年６月同　執行役員管理本部副本部長

平成19年６月当社管理本部副本部長

平成23年６月同　管理本部長

平成23年８月

平成25年６月　

同　取締役管理本部長（現任）

株式会社エイト日本技術開発執行役員

管理本部長

平成25年８月　 同　取締役執行役員管理本部長（現

任）

取締役 　 藤　井　　　勉 昭和27年４月26日生

昭和50年４月株式会社八雲建設コンサルタント（現

　株式会社エイト日本技術開発）入社

注２ 16,800

平成14年６月株式会社エイトコンサルタント（同）

名古屋支店長

平成18年７月同　執行役員経営企画部長　

平成19年６月当社企画・統括本部長

平成21年６月株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員関西支社長

平成23年８月同　取締役常務執行役員地域統括担当

兼事業推進本部長（現任）

　 当社取締役（現任）

取締役 　 古　川　保　和 昭和25年３月29日生

昭和47年４月日本技術開発株式会社（現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ）入社

注２ 14,100

平成17年９月同　常務執行役員大阪支社長

平成19年８月同　取締役常務執行役員統合企画推進

本部副本部長

平成21年６月株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員国際事業本部長

平成23年６月同　取締役専務執行役員事業統括担当

平成23年８月　同　代表取締役専務執行役員事業統括

担

　

平成25年６月　

当社取締役（現任）

株式会社エイト日本技術開発代表取締

役副社長執行役員（現任）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

常勤監査役 　 児　子　　　泉 昭和23年５月１日生

昭和46年４月株式会社八雲建設コンサルタント（現

株式会社エイト日本技術開発）入社

注３ 12,200

平成18年８月株式会社エイトコンサルタント（同）

取締役常務執行役員技術本部副本部長

平成21年６月株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員河川・港湾事業本部長

平成22年６月同　取締役常務執行役員東北支社長　　

平成23年８月同　常勤監査役（現任）

　 当社常勤監査役（現任）

監査役 　 松　原　治　郎 昭和35年１月５日生

平成10年10月松原公認会計士事務所所長（現任）

注３ 1,000

平成12年８月株式会社エイトコンサルタント（現 

株式会社エイト日本技術開発）監査役

（現任）

平成19年６月当社監査役（現任）

監査役 　 佐々木　秀　一 昭和40年６月16日生

平成16年９月日本技術開発株式会社（現 株式会社

ＥＪビジネス・パートナーズ）監査役
注３ 5,800

平成17年４月ベルダ法律会計事務所所長（現任）

平成19年６月当社監査役（現任）

計 328,600

（注）１　監査役の松原治郎氏及び佐々木秀一氏は、社外監査役であります。

２　任期は、平成25年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成27年５月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

３　任期は、平成23年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成27年５月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

1.会社の機関の内容

当社は、取締役会設置会社であり、取締役は５名であります。各取締役は、客観的視点や幅広い視野に立ち

グループ全体の経営に関し監視を行っております。

当社は、監査役及び監査役会の設置会社であります。監査役は３名で、そのうち２名は社外監査役（会社法

第２条第16号に定める社外監査役）であります。各監査役は、取締役会等に出席し意思決定と業務執行の監

査を行っております。

　

2.内部統制システムの整備の状況

内部統制システムの整備に関しましては、会社法第362条第４項第６号に定める「業務の適正を確保する

ための体制」につき、平成19年８月の取締役会で「内部統制システムの基本方針」を決定し、業務の有効性

と効率性、手続の適切性について社長直轄の監査部を中心に、グループ全社を対象とした内部統制評価を実

施する体制を整備しております。

また、金融商品取引法第24条の４の４に定める「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保する

ための体制の評価（以下、「Ｊ－ＳＯＸ」という。）」を実施するため、グループ全体を対象としたＪ－ＳＯ

Ｘの実施要領等を定める財務報告等に係る内部統制に関する基本規程及び実施マニュアルを制定、ならびに

内部統制委員会を設置し、評価体制を整備しております。

　

3.リスク管理体制の整備状況

当社は、株主及び地域社会ならびにＥ・Ｊグループの顧客、社員等すべてのステークホルダーから、より高

い信頼と評価を獲得するため、「リスク管理規程」等を制定し、法令や企業倫理を遵守していくための体制

を整備しております。また、Ｅ・Ｊグループ各社においても同様のリスク管理体制を整備し、グループ全役職

員による企業の不祥事の防止に努めております。

また、グループ企業の経営ならびに日常業務に関して、必要に応じて弁護士等の専門家から助言を頂く体

制をとっております。

　

ロ．当該体制を採用する理由

当社は、Ｅ・Ｊグループの持株会社として、グループ全体の企業価値の向上ならびに株主に対する経営の透

明性を高めるために必要なコーポレート・ガバナンスの実践を経営の最重要課題の一つとして位置付けてお

ります。

この考えのもと、当社では、経営の透明・公正かつ迅速な意思決定及び業務執行ならびにその監督を確実に

実施すべく、持株会社に経営の意思決定及び監督機能を持たせ、事業会社に業務執行機能を分離することで、経

営の質的向上を図り、急激な経営環境の変化に対して迅速な意思決定を行うことを目的としております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりであります。

　

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、監査部（２名）が業務活動の規律遵守及び適法性について監査役及び会計監査人と

相互に連携のうえ、当社及びグループ各社の状況等を監査し、その監査実施状況について適時に社長に報告して

おります。

監査役監査につきましては、監査役は取締役会等の重要な会議に出席する他、稟議書等の重要資料を閲覧し、業

務執行状況を確認するとともに、内部監査及び監査法人による重要な子会社等の往査に同行し状況を確認するこ

とにより厳格・適正な監査を実施しております。

また、監査役、会計監査人、監査部は定期的に意見交換会を開催しております。

　

③　社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容及び選任状況に関する考え方

当社は、社外取締役及び社外監査役（以下、「社外役員」という。）を選任するための独立性に関する基準とし

ては明確な基準はありませんが、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準を満たす

者を、社外役員の独立性を確保するための判断基準と考えております。

社外役員の選任状況については、社外監査役は２名で当社の経営監視をする上で適正な員数と考えておりま

す。社外取締役は設置しておりません。

社外監査役２名と当社との間には、人的関係、取引関係その他の利害関係はありません。資本的関係として、社

外監査役２名はそれぞれ当社株式を所有しており、その所有株式数は「５　役員の状況」の所有株式数の欄に記

載のとおりであります。社外監査役の松原治郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。また、社外監査役の佐々木秀一氏は、弁護士及び公認会計士の資格を有しており、

法務、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。社外監査役１名は、独立役員として株式会社東京

証券取引所に届出を行っております。
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一方、当社は、コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的かつ中立的な立場での経営監視機能の強

化と実効性のある監査体制作りが重要と考え、社外監査役の監視機能の充実に努めてまいりました。社外監査役

両氏は、法律と会計の専門家として毎回取締役会に出席し必要に応じ質問や確認を行うなど、業務執行状況につ

いて監視するとともに、四半期決算ごとに開催される当社監査役及び連結子会社の監査役（当該社外監査役を含

む）ならびに、当社の監査部と会計監査人の３者からなる意見交換会に毎回出席し、当社及び連結グループ全体

の経営状況を客観的かつ専門的視点で監視を行っております。

このように、社外監査役による客観的かつ中立的な立場での経営監視機能が十分に発揮できる体制が整ってい

るため、現状の体制としております。

　

④　役員報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 40 40 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
4 4 － － － 1

社外役員 7 7 － － － 2

　

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ．提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、役員の報酬等につきましては、株主総会において報酬枠を決定し、取締役の個別報酬額等はあらかじ

め定められた基準にしたがい適切に算定し取締役会により、また、監査役の個別の報酬等は監査役の協議によ

り、決定しております。

　なお、当社は、退職慰労金制度及びストックオプションは導入しておりません。
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⑤　株式の保有状況

イ. 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社である株式会社エイト日本技術

開発の株式の保有状況　

1.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数　　　　　　　　　　 17銘柄

貸借対照表計上額の合計額　543百万円

　

2.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照

表計上額及び保有目的　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ショーボンドホールディングス㈱ 67,700 141事業の拡大等を目的としております。
㈱大和証券グループ本社 70,000 17取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

46,570 15取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱トマト銀行 100,000 12取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱中国銀行 12,000 11取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱りそなホールディングス 29,487 8 取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱三井住友フィナンシャルグルー
プ

3,100 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱カワニシホールディングス 7,200 5 安定株主の確保を目的としております。
㈱東京都民銀行 7,000 5 取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱山陰合同銀行 10,000 4 取引関係の維持・強化等を目的としております。
三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

14,900 2 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱みずほフィナンシャルグループ 22,000 2 取引関係の維持・強化等を目的としております。
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
ループホールディングス㈱

1,900 2 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱建設技術研究所 1,000 0 事業の拡大等を目的としております。
第一生命保険㈱ 4 0 取引関係の維持・強化等を目的としております。

　

　

みなし保有株式

　該当事項はありません。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ショーボンドホールディングス㈱ 67,700 253事業の拡大等を目的としております。
㈱大和証券グループ本社 70,000 60取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

46,570 27取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱トマト銀行 100,000 17取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱中国銀行 12,000 16取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱りそなホールディングス 29,487 13取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱三井住友フィナンシャルグルー
プ

3,100 12取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱カワニシホールディングス 7,200 10安定株主の確保を目的としております。
㈱東京都民銀行 7,000 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。
㈱山陰合同銀行 10,000 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。
三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

14,900 6 取引関係の維持・強化等を目的としております。

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
ループホールディングス㈱

1,900 4 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱みずほフィナンシャルグループ 22,000 4 取引関係の維持・強化等を目的としております。

　

みなし保有株式

　該当事項はありません。　

　

3.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 43 24 1 34 7

　

ロ. 当社の株式の保有状況　

1.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数　　　　　　　　　　４銘柄

貸借対照表計上額の合計額 111百万円
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2.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照

表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式　

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱建設技術研究所 50,900 25事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 30,000 9 取引関係の維持・強化等を目的としております。

野村ホールディングス㈱ 24,000 9 取引関係の維持・強化等を目的としております。

　

みなし保有株式

　該当事項はありません。　

　

（当事業年度）

特定投資株式　

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱建設技術研究所 50,900 37事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 30,000 25取引関係の維持・強化等を目的としております。

野村ホールディングス㈱ 24,000 18取引関係の維持・強化等を目的としております。

　

みなし保有株式

　該当事項はありません。　

　

3.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

　

⑥　会計監査の状況

　会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、公正不偏な立場から監査を受けてお

ります。当事業年度において会計監査を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　近藤康仁 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　竹川都之 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　青木靖英 有限責任 あずさ監査法人

　（注）　継続監査年数については、いずれの社員も７年以内であります。

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士８名及びその他12名であります。

　

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨を、定款で定めております。
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⑧　取締役会で決議できる株主総会決議事項について

1.自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定にもとづき、取締役会決議に

より、市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨を定款で定めております。

　

2.中間配当の決定機関

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定にもとづき、取締役会決議

により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

⑨　取締役の選任決議について

　当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　また、選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑩　株主総会の特別決議について

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款で

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 14 － 14 －

連結子会社 31 － 29 －

計 45 － 43 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。　

　

④【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案した上で、会社法第399条及び当社定款第42条に基づき監査役会の同意を得て決定しており

ます。
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第５【経理の状況】

　

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

にもとづいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）にもと

づいて作成しております。

　

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表及び平成24年６月１日から平成25年５月31日までの第６期事業年度の財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、会計基準等の内容を適切に把握するとともに会計基準等の変更等について的確に対応することができる体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、監査法人等が主催する研修会への参加

ならびに会計専門書の定期購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当連結会計年度
(平成25年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,082 7,857

受取手形及び売掛金 1,142 1,038

有価証券 175 135

たな卸資産 ※2, ※3
 1,628

※2, ※3
 1,593

前渡金 54 60

前払費用 159 166

繰延税金資産 2 286

その他 83 60

貸倒引当金 △14 △9

流動資産合計 9,311 11,188

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,197 4,201

減価償却累計額 △2,820 △2,903

建物及び構築物（純額） ※4
 1,377

※4
 1,297

機械装置及び運搬具 140 147

減価償却累計額 △130 △132

機械装置及び運搬具（純額） 10 14

工具、器具及び備品 1,256 1,215

減価償却累計額 △1,165 △1,128

工具、器具及び備品（純額） 90 87

リース資産 59 59

減価償却累計額 △34 △43

リース資産（純額） 24 15

土地 ※4
 2,320

※4
 2,320

建設仮勘定 － 18

有形固定資産合計 3,822 3,753

無形固定資産

のれん 591 492

その他 241 194

無形固定資産合計 833 687

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,330

※1
 1,774

固定化営業債権 15 14

投資不動産 899 899

減価償却累計額 △415 △425

投資不動産（純額） ※4
 483

※4
 474

繰延税金資産 12 27

その他 ※1
 1,119

※1
 1,087

貸倒引当金 △32 △32

投資その他の資産合計 2,928 3,344

固定資産合計 7,584 7,785

資産合計 16,896 18,974
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当連結会計年度
(平成25年５月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 474 668

短期借入金 600 800

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 602

※4
 495

未払金 191 348

未払費用 499 746

未払法人税等 110 266

未払消費税等 106 170

繰延税金負債 0 －

未成業務受入金 1,583 1,816

受注損失引当金 ※3
 26

※3
 86

その他 91 101

流動負債合計 4,287 5,502

固定負債

長期借入金 ※4
 772

※4
 209

リース債務 16 11

繰延税金負債 47 77

退職給付引当金 1,751 1,740

長期未払金 173 143

資産除去債務 3 －

長期預り保証金 43 43

固定負債合計 2,809 2,226

負債合計 7,097 7,729

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 5,379 5,379

利益剰余金 6,717 7,775

自己株式 △4,202 △4,202

株主資本合計 9,894 10,953

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △167 229

その他の包括利益累計額合計 △167 229

少数株主持分 72 62

純資産合計 9,799 11,245

負債純資産合計 16,896 18,974
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

売上高

完成業務高 16,919 19,244

売上原価

完成業務原価 ※1, ※2, ※3
 12,676

※1, ※2, ※3
 13,981

売上総利益 4,242 5,262

販売費及び一般管理費

役員報酬 357 369

給料及び手当 1,753 1,724

賞与 151 302

退職給付費用 111 102

法定福利費 337 395

旅費及び交通費 174 174

賃借料 246 222

貸倒引当金繰入額 15 1

減価償却費 83 82

のれん償却額 170 98

その他 874 861

販売費及び一般管理費合計 4,276 4,336

営業利益又は営業損失（△） △33 926

営業外収益

受取利息 55 38

受取配当金 17 17

負ののれん償却額 23 －

不動産賃貸料 66 44

保険解約返戻金 28 1

その他 34 36

営業外収益合計 226 138

営業外費用

支払利息 55 40

不動産賃貸費用 31 22

匿名組合投資損失 20 9

その他 22 44

営業外費用合計 129 116

経常利益 63 947

特別利益

固定資産売却益 ※4
 10 －

投資有価証券売却益 － 28

特別利益合計 10 28
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※5
 19 －

固定資産売却損 ※6
 19 －

投資有価証券評価損 30 －

関係会社株式売却損 2 －

出資金評価損 － 24

事務所移転費用 19 3

特別損失合計 90 28

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△16 947

法人税、住民税及び事業税 98 267

法人税等調整額 △27 △367

法人税等合計 70 △100

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△87 1,048

少数株主損失（△） △4 △9

当期純利益又は当期純損失（△） △83 1,058
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△87 1,048

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △118 396

その他の包括利益合計 ※1
 △118

※1
 396

包括利益 △205 1,445

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △201 1,455

少数株主に係る包括利益 △4 △9
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

当期首残高 5,379 5,379

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 5,379 5,379

利益剰余金

当期首残高 6,801 6,717

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △83 1,058

当期変動額合計 △83 1,058

当期末残高 6,717 7,775

自己株式

当期首残高 △4,202 △4,202

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 △4,202 △4,202

株主資本合計

当期首残高 9,978 9,894

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △83 1,058

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △83 1,058

当期末残高 9,894 10,953

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △49 △167

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△118 396

当期変動額合計 △118 396

当期末残高 △167 229

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △49 △167

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△118 396

当期変動額合計 △118 396

当期末残高 △167 229
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

少数株主持分

当期首残高 78 72

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △9

当期変動額合計 △5 △9

当期末残高 72 62

純資産合計

当期首残高 10,006 9,799

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △83 1,058

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △123 387

当期変動額合計 △207 1,445

当期末残高 9,799 11,245
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△16 947

減価償却費 271 246

のれん償却額 170 98

負ののれん償却額 △23 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △5

受注損失引当金の増減額（△は減少） 18 60

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39 △9

受取利息及び受取配当金 △72 △56

支払利息 55 40

投資有価証券評価損益（△は益） 30 －

固定資産除却損 27 1

匿名組合投資損益（△は益） 20 9

投資事業組合運用損益（△は益） 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △371 104

たな卸資産の増減額（△は増加） △271 34

保険積立金の増減額（△は増加） 68 14

未成業務受入金の増減額（△は減少） 549 232

仕入債務の増減額（△は減少） 152 346

未払消費税等の増減額（△は減少） 84 63

その他 52 253

小計 694 2,383

利息及び配当金の受取額 72 53

利息の支払額 △54 △39

法人税等の支払額 △112 △95

営業活動によるキャッシュ・フロー 600 2,301

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △460 △140

定期預金の払戻による収入 580 120

有形固定資産の取得による支出 △63 △74

有形固定資産の売却による収入 383 1

無形固定資産の取得による支出 △32 △41

投資有価証券の取得による支出 △130 △20

投資有価証券の売却による収入 － 73

その他 △14 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー 263 △115

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100 200

長期借入金の返済による支出 △885 △669

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △1 －

その他 － △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △986 △478

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △120 1,714

現金及び現金同等物の期首残高 5,446 5,325

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,325

※1
 7,040
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　７社

連結子会社の名称

株式会社エイト日本技術開発

株式会社ＥＪビジネス・パートナーズ

日本インフラマネジメント株式会社

株式会社近代設計

株式会社共立エンジニヤ

共立工営株式会社

都市開発設計株式会社

　

(2) 主要な非連結子会社の名称等

株式会社未来基盤情報センター他３社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社（４社）は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体として重要性がないため、連結の範囲から除

外しております。

　

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

　

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

　　株式会社未来基盤情報センター他６社

　（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用しない非連結子会社（４社）及び関連会社（３社）は、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業組合出資持分及びこれに類する組合への出資持分（金融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

　

②たな卸資産

未成業務支出金

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　

②投資不動産

　定率法

　

　ただし、有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産について、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は、定額法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　８年～50年

投資不動産　　　８年～50年

　

③無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法に

よっております。

　

　④リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　　

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

②受注損失引当金

　受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未成業務の損失見込額を計上して

おります。

　

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額にもと

づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年～12年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。

　また、過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により損益処理しております。

　

(4) のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、その効果の発現期間を見積もり、８年間で均等償却を行っております。ただし、金

額が僅少なものについては発生年度に全額償却することとしております。

　

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

(6）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①完成業務高の計上基準

　進捗部分について成果の確実性が認められる業務については業務進行基準（業務の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の業務については業務完成基準を採用しております。
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②消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年６月１日以後に取得した有形固定

資産及び投資不動産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。　

　

（未適用の会計基準等）

（退職給付に関する会計基準等）

「退職給付に関する会計基準」（平成24年５月17日　企業会計基準委員会　企業会計基準第26号）及び「退職給

付に関する会計基準の適用指針」（平成24年５月17日　企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第25号）が公

表されておりますが、未適用であります。同会計基準及び同適用指針が適用されることにより、未認識数理計算上の

差異及び未認識過去勤務費用の処理方法の変更、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更等が行われることと

なります。

当連結グループでは、平成26年５月期の連結会計年度末から適用する予定であります。なお、同会計基準及び同適

用指針の適用が連結財務諸表に与える影響については、現在検討中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

投資有価証券（株式） 109百万円 129百万円

投資その他の資産・その他

（出資金）
23百万円 23百万円

　

※２　たな卸資産の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

未成業務支出金 1,622百万円 1,588百万円

貯蔵品 5百万円 5百万円

　計 1,628百万円 1,593百万円

　　

※３　損失の発生が見込まれる業務契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺表示しております。相殺表

示したたな卸資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

たな卸資産（未成業務支出

金）に係るもの
29百万円 11百万円

　

※４　担保に供している資産

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

建物及び構築物 3百万円 3百万円

土地 3百万円 3百万円

投資不動産 7百万円 7百万円

計 14百万円 14百万円

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

1年内返済予定の長期借入金 122百万円 86百万円

長期借入金 180百万円 78百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　たな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

完成業務原価　 5百万円 △18百万円

　　

※２　完成業務原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

22百万円 78百万円

　

※３　当期業務費用に含まれている研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

86百万円 69百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

建物及び構築物 4百万円 －百万円

土地 5百万円 －百万円

計 10百万円 －百万円

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

建物及び構築物 2百万円 －百万円

工具、器具及び備品 0百万円 －百万円

リース資産 2百万円 －百万円

撤去費用 14百万円 －百万円

計 19百万円 －百万円

　

※６　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

投資不動産 19百万円 －百万円

計 19百万円 －百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 △146百万円 589百万円

組替調整額 30百万円 △52百万円

税効果調整前 △115百万円 536百万円

税効果額 △2百万円 △139百万円

その他有価証券評価差額金 △118百万円 396百万円

その他の包括利益合計 △118百万円 396百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 7,261,060 － － 7,261,060

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,651,480 100 － 1,651,580

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

３　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 7,261,060 － － 7,261,060

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,651,580 80 80 1,651,580

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であり、普通株式の自己株式の減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年８月29日

定時株主総会
普通株式 44 利益剰余金 8 平成25年５月31日平成25年８月30日

（注）　配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金は含んでおりません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

現金及び預金勘定 6,082百万円 7,857百万円

有価証券 175百万円 135百万円

計 6,257百万円 7,992百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△932百万円 △952百万円

現金及び現金同等物 5,325百万円 7,040百万円

　　

（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、事務用機器（工具、器具及び備品）及び車両（機械装置及び運搬具）であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　　

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）
１年内 1百万円 1百万円
１年超 2百万円 1百万円
合計 3百万円 2百万円
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当連結グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行借入により資金を調達しており

ます。

また、デリバティブ等の投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、与信管理に関する規程に

沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式及び投資信託であり、時価のある

ものについては定期的に時価の把握を行っております。

営業債務である業務未払金は、ほぼすべてが１ヶ月以内の支払期日であります。また、短期借入金は営業

取引に係る資金調達であり、長期借入金は主として自己株式取得に係る資金調達であります。主な借入金

は固定金利でありますが、一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。これら金銭

債務は流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）４参照）。

　

前連結会計年度（平成24年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 6,082 6,082 －

(2）受取手形及び売掛金 1,142 　 　

貸倒引当金（注）１ △14 　 　

　 1,127 1,127 －

(3）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 1,090 1,090 －

資産　計 8,299 8,299 －

(1）業務未払金 474 474 －

(2）短期借入金 600 600 －

(3）未払金 191 191 －

(4）長期借入金（注）２ 1,374 1,380 5

負債　計 2,640 2,646 5
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当連結会計年度（平成25年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 7,857 7,857 －

(2）受取手形及び売掛金 1,038 　 　

貸倒引当金（注）１ △9 　 　

　 1,029 1,029 －

(3）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 1,514 1,514 －

資産　計 10,400 10,400 －

(1）業務未払金 668 668 －

(2）短期借入金 800 800 －

(3）未払金 348 348 －

(4）長期借入金（注）２ 705 706 1

負債　計 2,523 2,524 1

（注）１　受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

２　1年内返済予定の長期借入金も含めております。

３　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格及び基準価格によっております。また、保有目的ごとの有

価証券に関する事項については、「注記事項（有価証券関係）」をご参照ください。

負　債

(1）業務未払金、(2）短期借入金、(3）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。

４　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

　
連結貸借対照表計上額　

（百万円）
連結貸借対照表計上額　

（百万円）

有価証券 　 　

　ＭＭＦ 175 135

投資有価証券 　 　

　優先株式 100 100

　非上場株式 139 159

　投資事業組合出資持分 0 0

これらについては、市場価格がないことなどにより、時価を把握することが極めて困難と認められます。　
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５　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,082 － － －

受取手形及び売掛金（注） 1,127 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち

満期があるもの
　 　 　 　

債券（社債） － － 100 －

合計 7,209 － 100 －

　

当連結会計年度（平成25年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 7,857 － － －

受取手形及び売掛金（注） 1,029 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち

満期があるもの
　 　 　 　

債券（社債） － － 100 －

合計 8,886 － 100 －

（注）　受取手形及び売掛金については、貸倒引当金を控除しております。　

６　有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年５月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 600 － － － － －

長期借入金 602 549 220 2 － －

合計 1,202 549 220 2 － －

　

当連結会計年度（平成25年５月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 800 － － － － －

長期借入金 495 209 － － － －

合計 1,295 209 － － － －
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成24年５月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　 　 　

　株式 168 59 108

　債券    

　社債 100 100 0

　その他 24 19 4

小計 293 179 113

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　 　 　

　株式 161 193 △31

　その他 635 736 △100

小計 797 929 △132

合計 1,090 1,108 △18

　

当連結会計年度（平成25年５月31日）　

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　 　 　

　株式 516 239 276

　債券    

　社債 101 100 1

　その他 769 698 70

小計 1,386 1,038 348

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　 　 　

　株式 51 96 △44

　その他 75 101 △25

小計 127 197 △70

合計 1,514 1,235 278

（注）　市場価格がないことなどにより時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、含

めておりません。
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２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券以外のその他有価証券で売却したものはあり

ません。

  

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

　株式 73 27 －

（注）　市場価格がないことなどにより時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、含

めておりません。

　

　３　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）において、有価証券（その他有価証券の

上場株式）について30百万円の減損処理を行っております。　

なお、その他有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末に50％以上時価が下落した銘柄について

はすべて実施し、30％以上50％未満下落した銘柄については、時価の動向、業績推移等により、回復可能性が

乏しいと判定した銘柄について実施しております。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成24年５月31日）及び当連結会計年度（平成25年５月31日）

当連結グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

株式会社エイト日本技術開発は、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けており、日本インフ

ラマネジメント株式会社、株式会社近代設計、株式会社共立エンジニヤ及び共立工営株式会社は、確定給付企

業年金制度を設けております。

この他、株式会社近代設計を除く上記の４社は全国測量業厚生年金基金（総合設立型）に、株式会社近代

設計は建設コンサルタンツ厚生年金基金（総合設立型）にそれぞれ加入しておりますが、自社の拠出に対す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。

都市開発設計株式会社は、退職一時金制度及び特定退職金共済制度並びに確定拠出年金制度を採用してお

ります。

また、すべての連結子会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は、次のとおりでありま

す。

（1）全国測量業厚生年金基金

①　制度全体の積立状況に関する事項

 （平成23年３月31日）（平成24年３月31日）

年金資産の額 145,766百万円　 146,037百万円　

年金財政計算上の給付債務の額 159,635百万円　 162,741百万円　

差引額 △13,869百万円　 △16,703百万円　

②　制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

 

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）　

　

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）　

　

　 4.0％ 3.9％

③　補足説明

上記①の差引額の要因は、平成23年３月31日においては、年金財政計算上の過去勤務債務残高9,860百万

円及び不足金等4,009百万円であり、平成24年３月31日においては、年金財政計算上の過去勤務債務残高

9,354百万円及び不足金等7,350百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元

利均等償却であり、当連結グループは、前連結会計年度の連結財務諸表上、掛金209百万円を、当連結会計年

度の連結財務諸表上、掛金221百万円を、それぞれ費用処理しております。

なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

（2）建設コンサルタンツ厚生年金基金

①　制度全体の積立状況に関する事項

 （平成23年３月31日）（平成24年３月31日）

年金資産の額 141,748百万円　 145,344百万円　

年金財政計算上の給付債務の額 173,530百万円　 176,728百万円　

差引額 △31,781百万円　 △31,384百万円　

②　制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

 

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）　

　

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）　

　

　 0.7％ 0.6％

③　補足説明

上記①の差引額の主な要因は、平成23年３月31日においては、年金財政計算上の過去勤務債務残高

27,162百万円であり、平成24年３月31日においては、年金財政計算上の過去勤務債務残高24,984百万円で

あります。本制度における過去勤務債務の償却方法は、前年度までは期間20年元利均等償却、当年度からは

期間15年元利均等償却であり、当連結グループは、前連結会計年度の連結財務諸表上、掛金41百万円を、当

連結会計年度の連結財務諸表上、掛金39百万円を、それぞれ費用処理しております。

なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

(1) 退職給付債務 △4,241百万円 △4,245百万円

(2) 年金資産 2,033百万円 2,523百万円

(3) 未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △2,208百万円 △1,722百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 816百万円 290百万円

(5) 未認識過去勤務債務 △358百万円 △308百万円

(6) 連結貸借対照表計上額純額（(3)＋(4)＋(5)） △1,750百万円 △1,740百万円

(7) 前払年金費用 1百万円 －百万円

(8) 退職給付引当金（(6)－(7)） △1,751百万円 △1,740百万円

（注）　株式会社エイト日本技術開発を除く連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

(1) 勤務費用 308百万円 240百万円

(2) 利息費用 62百万円 57百万円

(3) 期待運用収益 △32百万円 △24百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 128百万円 136百万円

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △49百万円 △49百万円

(6) 確定拠出年金制度の掛金拠出額 34百万円 33百万円

(7) 退職給付費用（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)）451百万円 393百万円

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　(2) 割引率 1.7％

　(3) 期待運用収益率 1.5％

　(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法によることとしております。）

　(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年～12年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から損益処理しております。）

　

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１日　

至　平成25年５月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年５月31日）

繰延税金資産 　 　 　

繰越欠損金 1,920百万円　 1,517百万円

退職給付引当金 607百万円　 625百万円

減損損失 592百万円　 592百万円

未払賞与 87百万円　 202百万円

時価評価による簿価修正額 159百万円　 159百万円

投資有価証券評価損 59百万円　 48百万円

その他 279百万円　 252百万円

小計 3,706百万円　 3,399百万円

繰延税金負債との相殺 △3百万円　 △82百万円

評価性引当額 △3,687百万円　 △3,004百万円

繰延税金資産合計 14百万円　 313百万円

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △20百万円　 △114百万円

時価評価による簿価修正額 △22百万円　 △20百万円

関係会社間譲渡損益調整 －百万円　 △18百万円

その他 △7百万円　 △6百万円

小計 △51百万円　 △159百万円

繰延税金資産との相殺 3百万円　 82百万円

繰延税金負債合計 △47百万円　 △77百万円

差引：繰延税金資産又は

繰延税金負債（△）純額
△33百万円　 235百万円

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産又は繰延税金負債（△）の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年５月31日）

流動資産－繰延税金資産 2百万円　 286百万円

固定資産－繰延税金資産 12百万円　 27百万円

流動負債－繰延税金負債 △0百万円　　 －百万円　

固定負債－繰延税金負債 △47百万円　　 △77百万円　

　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成25年５月31日）

法定実効税率 税金等調整前当期純 　 37.8％

（調整） 損失を計上しているた 　  

交際費等永久に損金に算入されない項目 め、注記を省略してお 　 1.6％

住民税均等割 ります。 　 8.8％

のれん償却費 　 　 3.9％

評価性引当額増減 　 　 △61.3％

その他 　 　 △1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 　 △10.6％
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１日　

至　平成25年５月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

１　賃貸等不動産の概要　

連結子会社の株式会社エイト日本技術開発及び株式会社近代設計は、岡山県その他の地域において、賃貸

用のオフィスビル（土地を含む。）等を有しております。また、保有する土地の一部に遊休資産があります。

　

２　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

連結貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高（百万円） 862 508

　 期中増減額（百万円） △354 △9

　 期末残高（百万円） 508 498

期末時価（百万円） 490 483

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　前連結会計年度の期中増減額の主な内容は、株式会社近代設計が有していた賃貸等不動産の一部の売却によ

る減少339百万円及び減価償却15百万円であり、当連結会計年度の期中増減額の内容は、減価償却９百万円で

あります。

３　時価は、主として固定資産税評価額にもとづいて自社で算定した金額であります。

　

３　賃貸等不動産に関する損益

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

賃貸収益（百万円） 66 44

賃貸費用（百万円） 31 22

差額（百万円） 35 21
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１

日　至　平成25年５月31日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営

んでおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。　

　

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を営んでおり、性質、生産方法及び販売市場の類似した

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３　主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 5,374総合建設コンサルタント事業

　

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を営んでおり、性質、生産方法及び販売市場の類似した

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３　主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 6,316総合建設コンサルタント事業

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

57/78



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１

日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１

日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６月１

日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年６

月１日　至　平成25年５月31日）

　関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

　
(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）

種類 氏名 所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

職業
議決権等の
被所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

重要な子
会社の役
員

島田芳久 － －
㈱近代設計
代表取締役

直接　0.3 債務被保証

連結子会社の
銀行借入に対
する債務被保
証　（注）１

（被保証額）
　
123

－ －

重要な子
会社の役
員

中村恒一 － －
㈱近代設計
取締役

直接　0.7 債務被保証

連結子会社の
銀行借入に対
する債務被保
証　（注）１

（被保証額）
　
98

－ －

（注）１　株式会社近代設計の銀行借入に対する債務被保証であり、保証料の支払及び担保提供は行っ

ておりません。

２　取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

１株当たり純資産額 1,734.05円 1,993.45円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

（△）
△14.87円 188.65円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年５月31日）
当連結会計年度

（平成25年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 9,799 11,245

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
72 62

（うち少数株主持分（百万円）） （72） （62）

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
9,727 11,182

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数（株）
5,609,480 5,609,480

３　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△83 1,058

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
△83 1,058

普通株式の期中平均株式数（株） 5,609,529 5,609,523

　

　

　

（重要な後発事象）

当連結会計年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 600 800 0.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 602 495 1.8 －

１年以内に返済予定のリース債務 9 5 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
772 209 1.9

平成26年６月～

平成27年５月

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
16 11 －

平成26年６月～

平成29年２月　

その他有利子負債 － － － －

合計 2,000 1,521 － －

（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を連結貸借対照表に計上しておりますので、記載しておりません。　

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 209 － － －

リース債務 4 4 2 －

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度
売上高（百万円） 1,281 3,353 5,838 19,244

税金等調整前四半期純損失
（△）又は税金等調整前当期
純利益（百万円）

△938 △1,586 △2,006 947

四半期純損失（△）又は当期
純利益（百万円）

△959 △1,631 △2,072 1,058

１株当たり四半期純損失
（△）又は１株当たり当期純
利益（円）

△171.07 △290.80 △369.47 188.65

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期
１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失
（△）（円）

△171.07 △119.73 △78.67 558.12

　

②　重要な訴訟事件等

当社の連結子会社である株式会社エイト日本技術開発が財団法人宮崎県環境整備公社（現　公益財団法人宮

崎県環境整備公社）から平成11年～平成14年にかけて受注した廃棄物処理施設「エコクリーンプラザみやざ

き」の一部である浸出水調整池の完成後の損傷及び浸出水の塩化物処理能力の不足が判明した件に関し、同公

社より、事実経過の解明及び責任の有無を明確にするため、平成22年４月28日付で株式会社エイト日本技術開

発及び工事施工会社３社に対して同施設の完成後の損傷について10億14百万円（浸出水調整池補強工事の完

了と、関連する調査・委託等全てが完了し、それらの費用が確定したことから平成24年11月12日付申立書で12

億４百万円に変更）の損害賠償を、また株式会社エイト日本技術開発に対して浸出水の塩化物処理能力の不足

について５億73百万円（上記と同様、平成24年11月12日付申立書で６億81百万円に変更）の損害賠償を求めて

いる訴訟は、現在も係争中であります。

この損害賠償請求額は、同公社が一方的に査定した金額であり、現時点では、原告の請求の全部又は一部が認

められるのか、認められるとした場合の原告と被告の過失割合や被告間での責任分担などにつきましては、依

然として、まったく予測することができない状況であります。

株式会社エイト日本技術開発としましては、本件における瑕疵、債務不履行ないしは不法行為上の過失がな

いことを主張しているところであり、今後も引き続き裁判手続において正当性を主張していく所存でありま

す。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年５月31日)

当事業年度
(平成25年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 69 73

関係会社短期貸付金 250 200

前払費用 1 1

繰延税金資産 0 4

未収還付法人税等 45 28

その他 0 0

流動資産合計 367 308

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 0 0

減価償却累計額 △0 △0

工具、器具及び備品（純額） 0 0

有形固定資産合計 0 0

無形固定資産

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 67 111

関係会社株式 18,782 18,882

投資その他の資産合計 18,850 18,994

固定資産合計 18,850 18,994

資産合計 19,218 19,303

負債の部

流動負債

短期借入金 600 800

1年内返済予定の長期借入金 408 408

未払金 1 0

未払費用 5 8

未払法人税等 1 9

未払消費税等 4 2

預り金 0 0

流動負債合計 1,022 1,230

固定負債

長期借入金 540 131

繰延税金負債 2 36

固定負債合計 542 167

負債合計 1,564 1,398
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年５月31日)

当事業年度
(平成25年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金 1,500 1,500

その他資本剰余金 14,551 14,551

資本剰余金合計 16,051 16,051

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,127 1,351

その他利益剰余金合計 1,127 1,351

利益剰余金合計 1,127 1,351

自己株式 △1,522 △1,522

株主資本合計 17,657 17,880

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 24

評価・換算差額等合計 △3 24

純資産合計 17,653 17,905

負債純資産合計 19,218 19,303

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

63/78



②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当事業年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

売上高

経営管理料 ※1
 291

※1
 278

関係会社受取配当金 209 212

売上高合計 500 490

販売費及び一般管理費 ※3
 197

※3
 210

営業利益 303 280

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 1 1

貸付金利息 ※2
 7 －

その他 0 0

営業外収益合計 9 1

営業外費用

支払利息 27 21

その他 0 0

営業外費用合計 27 21

経常利益 285 261

特別損失

投資有価証券評価損 8 －

関係会社支援損 50 －

特別損失合計 58 －

税引前当期純利益 227 261

法人税、住民税及び事業税 5 23

法人税等調整額 6 13

法人税等合計 11 37

当期純利益 215 223
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当事業年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,500 1,500

当期末残高 1,500 1,500

その他資本剰余金

当期首残高 14,551 14,551

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 14,551 14,551

資本剰余金合計

当期首残高 16,051 16,051

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 16,051 16,051

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 912 1,127

当期変動額

当期純利益 215 223

当期変動額合計 215 223

当期末残高 1,127 1,351

利益剰余金合計

当期首残高 912 1,127

当期変動額

当期純利益 215 223

当期変動額合計 215 223

当期末残高 1,127 1,351

自己株式

当期首残高 △1,522 △1,522

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 △1,522 △1,522
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年６月１日
　至　平成24年５月31日)

当事業年度
(自　平成24年６月１日
　至　平成25年５月31日)

株主資本合計

当期首残高 17,441 17,657

当期変動額

当期純利益 215 223

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 215 223

当期末残高 17,657 17,880

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △3 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 28

当期変動額合計 △0 28

当期末残高 △3 24

評価・換算差額等合計

当期首残高 △3 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 28

当期変動額合計 △0 28

当期末残高 △3 24

純資産合計

当期首残高 17,438 17,653

当期変動額

当期純利益 215 223

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 28

当期変動額合計 215 252

当期末残高 17,653 17,905
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

　

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　なお、耐用年数は次のとおりであります。

工具、器具及び備品　　４年

　

(2）無形固定資産

　定額法

　自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法によっており

ます。

　

３　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年６月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益への影響はありません。

　

（損益計算書関係）

※１　売上高のうち関係会社との取引にかかわるものは次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）　

当事業年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）　

経営管理料 291百万円 278百万円

　

※２　営業外収益のうち関係会社との取引にかかわるものは次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）　

当事業年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）　

貸付金利息 7百万円 －百万円
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※３　販売費及び一般管理費の主なもの

　
前事業年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当事業年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

役員報酬 52百万円 52百万円

給与 77百万円 82百万円

法定福利費 17百万円 19百万円

支払手数料 6百万円 6百万円

支払報酬 16百万円 16百万円

割合　 　 　

販売費 －％ －％

一般管理費 100％ 100％

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 1,520,500 100 － 1,520,600

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

当事業年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 1,520,600 80 80 1,520,600

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であり、普通株式の自己株式の減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。

　

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式　

子会社株式（貸借対照表計上額は前事業年度18,782百万円、当事業年度18,882百万円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年５月31日）
　

当事業年度
（平成25年５月31日）

繰延税金資産 　　 　

関係会社間の譲渡損益調整 －百万円　 18百万円

投資有価証券評価損 2百万円　 2百万円

未払賞与 1百万円　 2百万円

その他有価証券評価差額金 2百万円　 －百万円

その他 0百万円　 2百万円

計 6百万円　 25百万円

繰延税金負債との相殺 △3百万円　 △0百万円

評価性引当額 △2百万円　 △20百万円

繰延税金資産合計 0百万円　 4百万円

繰延税金負債 　 　 　

関係会社間の譲渡損益調整 －百万円　 △18百万円

その他有価証券評価差額金 －百万円　 △13百万円

関係会社株式みなし譲渡損失 △4百万円　 △4百万円

未収事業税 △1百万円　 －百万円

計 △5百万円　 △36百万円

繰延税金資産との相殺 3百万円　 0百万円

繰延税金負債合計 △2百万円　 △36百万円

差引：繰延税金負債純額 △2百万円　 △31百万円

（注）　前事業年度及び当事業年度における繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

　
前事業年度

（平成24年５月31日）
　

当事業年度
（平成25年５月31日）

流動資産－繰延税金資産 0百万円　 4百万円

固定負債－繰延税金負債 △2百万円　　 △36百万円　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年５月31日）
　

当事業年度
（平成25年５月31日）

法定実効税率 40.4％　 37.8％

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％　 0.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △37.3％　 △30.8％

住民税均等割額 0.6％　 0.5％

評価性引当額 1.4％　 6.9％

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △0.1％　 －％

法人税等の更正、決定等による納付税額 0.5％　 －％

その他 △0.7％　 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.0％　 14.5％
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（企業結合等関係）

当事業年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日）及び当事業年度（自　平成24年６月１日　至　平成

25年５月31日）

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当事業年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

１株当たり純資産額 3,075.26円 3,119.18円

１株当たり当期純利益 37.56円 38.92円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年５月31日）
当事業年度

（平成25年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 17,653 17,905

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
17,653 17,905

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数（株）
5,740,460 5,740,460

３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日）

当事業年度
（自　平成24年６月１日
至　平成25年５月31日）

当期純利益（百万円） 215 223

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る当期純利益

（百万円）
215 223

普通株式の期中平均株式数（株） 5,740,509 5,740,503

　

　

（重要な後発事象）

当事業年度（自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日）

該当事項はありません。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券） 　 　

その他有価証券 　 　

㈱建設技術研究所 50,900 37

㈱インフラックス 600 30

㈱大和証券グループ本社 30,000 25

野村ホールディングス㈱ 24,000 18

計 105,500 111

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

工具、器具及び備品 0 － － 0 0 － 0

有形固定資産計 0 － － 0 0 － 0

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウエア 1 － － 1 0 0 0

無形固定資産計 1 － － 1 0 0 0

　

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金 　

当座預金 0

普通預金 73

郵便振替口座 0

計 73

合計 73

　

②　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

（子会社株式） 　

㈱エイト日本技術開発 16,968

㈱ＥＪビジネス・パートナーズ 1,362

㈱近代設計 486

日本インフラマネジメント㈱ 65

合計 18,882

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日

５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り（注）２ 　

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故そ

の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

http://www.ej-hds.co.jp/koukoku.html

株主に対する特典 特になし

（注）１　当社の株主は、定款の定めにより、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有してお

りません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　単元未満株式の買取りの取り扱いは、原則として証券会社等の口座管理機関を経由して行うこととなってお

りますが、特別口座に記録されている株式については、特別口座の口座管理機関が直接取り扱います。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

73/78



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

（第５期）

自　平成23年６月１日

至　平成24年５月31日

　

　

平成24年８月30日

中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(2）有価証券報告書の

訂正報告書及び

その添付書類

並びに確認書

事業年度（第５期）（自　平成23年６月１日　至　平成

24年５月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

及びその添付書類並びに確認書であります。

　

　

平成24年９月３日

中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(3）内部統制報告書 事業年度

（第５期）

自　平成23年６月１日

至　平成24年５月31日

　

　

平成24年８月30日

中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(4）四半期報告書

及び確認書

（第６期第１四半期） 自　平成24年６月１日

至　平成24年８月31日

　

　

平成24年10月15日

中国財務局長に提出。

　 　 （第６期第２四半期） 自　平成24年９月１日

至　平成24年11月30日

　

　

平成25年１月15日

中国財務局長に提出。

　 　 （第６期第３四半期） 自　平成24年12月１日

至　平成25年２月28日

　

　

平成25年４月15日

中国財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

　

　
平成25年８月29日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
取締役会　御中
　

有限責任 あずさ監査法人
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 近　　藤　　康　　仁　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 青　　木　　靖　　英　　㊞

　

　

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連
結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主
資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、
その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
　
連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財
務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年５月31日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、Ｅ・Ｊホール
ディングス株式会社の平成25年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　
内部統制報告書に対する経営者の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにあ
る。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな
い可能性がある。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報
告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基
準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。
　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証
拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告
の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係
る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統
制報告書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社が平成25年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は
有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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　 独立監査人の監査報告書　
　

　
平成25年８月29日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
取締役会　御中
　

有限責任 あずさ監査法人
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 近　　藤　　康　　仁　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 青　　木　　靖　　英　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの第
６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、そ
の他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財
務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成25年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する
事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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